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開   会 

 

○梶島食料企画課長 まだ定刻には早うございますが、皆様おそろいなので、ただいまから

食料・農業・農村政策審議会、第２回食品産業部会を開催したいと思います。 

 本日は、食品環境資源の再生利用等の促進に関する基本方針の改定等の審議、及び食品企

業のコンプライアンスの徹底について議論していただきたいと思っております。 

 委員の皆様の御出席状況でございますが、浦野委員、佐々木委員、石和委員、柴田委員が

御欠席ということでございます。今、深川委員は５分ほどおくれて御出席というふうに連絡

をいただいております。 

 このため、15 名の委員のうち 11 名の委員の皆様に御出席をいただいておりまして、食

料・農業・農村政策審議会令第８条の規定によりまして、本部会が成立していることを申し

上げます。 

 続きまして、資料の確認をさせていただきたいと思います。 

 お手元に配付資料の一覧をお配りしております。御確認のほどをお願いしたいと思います。

後ほどでも、何か資料がないということであれば、事務局の方にお申し出いただければと思

います。 

 よろしいでしょうか。 

 

部会長あいさつ 

 

○梶島食料企画課長 それでは、以降の議事進行につきましては荒蒔部会長にお願い申し上

げます。よろしくお願いいたします。 

○荒蒔部会長 皆さん、おはようございます。荒蒔でございます。 

 それでは、これから私の方で議事を進行させていただきます。 

 本当にお忙しい中、お集まりいただきましてありがとうございます。 

 きょう、報道の方はいらしてますか。 

○梶島食料企画課長 カメラは来ております。 
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総合食料局次長あいさつ 

 

○荒蒔部会長 まず、今、御紹介がありました議題に入ります前に、中尾総合食料局の次長

さんから一言ごあいさつをお願いしたいと思います。 

○中尾総合食料局次長 総合食料局次長の中尾でございます。 

 本日は、第２回の食料・農業・農村政策審議会食品産業部会の開催に当たりまして、大変

お忙しい中、御来場いただきまして大変ありがとうございます。 

 言うまでもなく食品産業は、国民生活上、大変重要な役割を果たしているわけですけれど

も、最近の情勢の中で重要な政策課題がございます。１点は環境負荷の低減、資源の有効利

用を進めていく、こういう環境面の取り組みを進めていく必要があること。もう１つは、昨

今の食品表示の偽装等の不祥事に対しまして国民の信頼を確保していくということだと思っ

ております。 

 こういう点を踏まえまして、本日の部会におきましては２つのことをテーマとしておりま

して、１点は、第１回の食品産業部会におきまして、大臣より部会の方にお諮りをいたしま

した「食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方針等の改定」についての御審議をい

ただきたいということでございます。 

 それからもう１点でございますけれども、先般、農林水産副大臣、岩永副大臣を本部長と

いたしまして、「食品の信頼確保・向上対策推進本部」というものを農林水産省に設置をい

たしました。こういった取り組みを初めといたしまして、食品企業のコンプライアンスの徹

底に向けた取り組みを進めていきたいと考えておりますので、これにつきましても報告をし

たいと思っております。 

 委員の皆様におかれましては、忌憚のない御意見、御助言をいただきたいと思っておりま

すので、どうかよろしくお願いいたします。 

○荒蒔部会長 ありがとうございました。 

 

食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方針の改定等について 

 

○荒蒔部会長 それでは、本日の議事に入らせていただきます。 

 きょうの議事次第の３番目にございます「食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本
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方針の改正等」ということでございます。この件は、第１回目の会合の折に農林水産大臣か

らの諮問をいただいておりまして、その諮問に基づいて「食品リサイクル小委員会」という

ものをつくって審議を進めていただいたわけであります。それで、今ここで食品リサイクル

小委員会の審議が、一応取りまとめられたということなので、事務局から諮問文をお読みい

ただいた後に、内容については、小委員会の牛久保座長様の方から御説明をお願いしたいと

思います。 

○瀬戸食品環境対策室長 それでは、諮問文を読み上げさせていただきます。資料の中の上

から４つ目ぐらいに「参考」というもので１枚紙が入っておりますが、そちらでございます。

読み上げさせていただきます。 

 

１９総合第７２６号 

平成 19 年７月 24 日 

食料・農業・農村政策審議会 

会長 林 良博 殿 

農林水産大臣 赤城徳彦 

 

食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方針等の改定について（諮問） 

 食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（平成 12 年法律第 116 号）第３条第

３項及び第７条第３項の規定に基づき、下記の事項について、貴会の意見を求める。 

記 

１ 食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方針の改定に関すること。 

２ 食品循環資源の再生利用等の促進に関する食品関連事業者の判断の基準となるべ

き事項の改定に関すること。 

 

 以上でございます。 

○荒蒔部会長 それでは、牛久保さんの方からお願いします。 

○牛久保委員 おはようございます。食品リサイクル小委員会の座長を拝命しております東

京農業大学の牛久保と申します。どうぞ、本日はよろしくお願いしたいと思います。 

 平成 19 年６月の食品リサイクル法の改正を受けまして、農林水産省及び環境省は、法の

規定に基づきまして、基本方針及び食品関連事業者の判断基準となります事項を定めた省令
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につきまして見直し、必要な改定を行うため、本年の７月に食料・農業・農村政策審議会及

び中央環境審議会に対して諮問いたしました。 

 私は、食品産業部会から調査・審議を行う旨の命を受け、神戸大学大学院の石川教授と共

同で座長を務めさせていただく中で、７月から９月にかけまして計４回、食料・農業・農村

政策審議会食品産業部会食品リサイクル小委員会及び中央環境審議会廃棄物リサイクル部会

食品リサイクル専門委員会との合同会議におきまして検討を行ってまいりました。それで、

基本方針及び判断の基準となるべき事項を定めた省令の改定のあり方とともに、改正されま

した食品リサイクル法の施行に必要な重要事項についてもあわせて検討を実施いたしてまい

りました。 

 本日、お手元にお届けいたしましたのはその結果でございます。食品リサイクル法の基本

方針の特徴であります量的目標の設定について、各事業者が個別に達成を目指す目標と、我

が国全体で達成すべき水準を業種別に設定するという新たな概念を提示させていただきまし

たほか、再生利用の手法として飼料化を最優先するという考え方を示すなど、改正されまし

た食品リサイクル法の施行が、循環型社会の形成を推進させる上で有効と評価いただけるよ

うなものを整理できたと認識をいたしております。 

 本日、私どもが取りまとめました報告につきまして詳細を事務局の方から説明させますが、

御審議の上、御了解を賜ればと思います。 

 以上、小委員会からの報告とさせていただきますので、よろしく御審議のほどをお願い申

し上げます。 

○瀬戸食品環境対策室長 それでは、引き続きまして、事務局の方から詳細について御説明

をさせていただきたいと思います。資料につきましては、資料１－１から１－２、１－３、

１－４、それから、参考の１、２というところの資料を使って御説明をさせていただきたい

と思います。 

 一番初めに、後ろの方からの順番になって恐縮でございますが、参考２から御説明をさせ

ていただきたいと思います。参考２、横書きになっておりますが、「食品リサイクル法及び

改正の概要」ということでございます。先般も御説明をさせていただいておりますが、繰り

返しで大変恐縮でございますが、食品リサイクル法と今回の改正に至る経緯につきまして、

まず簡単に御説明をさせていただきたいと考えております。 

 １ページ目をごらんいただきたいと思いますが、食品リサイクル法の仕組みでございます。

食品リサイクル法は、平成 12 年６月に公布されまして、13 年５月から施行されております。 
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 主務大臣は、農林水産大臣、環境大臣等でございまして、関係の大臣とともに業務を執行

しております。 

 基本方針の作成でございますが、先ほど牛久保座長の方からもお話がございましたが、数

値目標を定めておりまして、平成 18 年度までに再生利用等の実施率を 20％以上にしましょ

うと。これは、大企業から中小・零細企業まで含めまして、すべての食品廃棄物を排出する

事業者の方につきましては、少なくとも 20％以上の再生利用、発生抑制を含みます再生利

用等の実施をお願いしたいというものでございます。 

 その対象となります食品関連事業者につきましては、２つ目の箱の左側でございますが、

食品関連事業者は、食品の製造、流通、販売、外食などの約 24 万業者と言っておりますが、

これらの方々のすべてが対象ということでございます。そのうち、大規模に排出量が多い業

者の方々、100 トン以上の方々につきましては、取り組みが著しく不十分な場合には勧告・

命令等を行わせていただくということになっておりまして、その対象は約１万 7000 事業者

でございます。これらの方々が排出する廃棄物の量は、食品廃棄物全体の約５割に達してお

ります。 

 次のページに移りますが、食品廃棄物の年間の発生量でございます。平成 13 年度に

1092 万トンでございましたが、17 年度には 1136 万トンということで、約 40 万トンとい

うことで４％余りの増加となっております。 

 そういう中で、再生利用の取り組みを皆様方にお願いしたわけでございますが、次のペー

ジでございますが、食品循環資源の再生利用等の実施率の推移でございます。一番上に食品

製造業の実施率の推移がございますが、13 年度に 60％でしたものが、17 年度には 81％と

いうことで、20％を超える再生利用等の実施が実現してございます。その下に、食品産業

計ということでございまして、食品産業全体といたしましては、37％から 52％ということ

で 15％の実施率のアップが実現してございまして、廃棄物の半分が再生利用等が行われた

ということでございます。なお、外食産業とか食品産業については食品製造業より低位にと

どまっておりますが、それにつきましては、その次の次のページのところに少し書かれてお

りますので、そちらでコメントさせていただきたいと思います。 

 一番最後のページでございますが、食品リサイクル法の改正の概要でございます。今回の

法改正は、食品のリサイクル法が制定されてから５年を経過いたしますので、法律上の見直

し時期に入ってきておりますので見直しをさせていただいたということでございます。先ほ

ど御説明させていただきましたように、食品関連事業者の取り組みに格差が生まれた。食品
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メーカーさんは 80％を超える実施率になったわけでございますが、川下の事業者の小売・

外食についての取り組みがおくれているということでございます。 

 この理由といたしましては、それぞれ小さなお店、多店舗で少量排出のために処理コスト

がかかるとか、それから、性状・品質が不均一で異物混入のリスクが高いなどの理由により、

実施率目標の達成者の割合といたしましては 13％であったということでございます。 

 改正の方向といたしましては、食品関連事業者に対する指導監督の強化と取り組みの円滑

化の措置を講じているわけでございます。 

 下の左側の箱でございますが、食品関連事業者に対する指導監督の強化という点でござい

ます。 

 １点目は定期報告義務の創設ということで、今回から新たに一定規模以上の食品関連事業

者の方につきましては、毎年度、主務大臣に定期報告をお願いするという制度を設けさせて

いただいております。 

 ２番目は食品関連事業者のあり方でございます。食品リサイクル法につきましては、各企

業の方々にそれぞれ御対応をお願いするということでございまして、例えば、それぞれの各

社さんがやっていただくわけでございますが、フランチャイズチェーンのようにチェーン展

開をしている場合には、チェーンの本部と直営店の部分は１社になります。加盟店は加盟店

でそれぞれ別の会社になりますので、それぞれの会社ごとにやるということになったわけで

す。例えば、コンビニエンスのチェーン店で瀬戸商店というのがありました場合には、瀬戸

商店というところに義務がかかるわけです。コンビニエンスストア全体としてはかかってい

なかったわけでございます。それを、今度はフランチャイズを行う方につきましては、フラ

ンチャイズチェーン全体として対応をしていただくということで、新たにそういう加盟者の

数字も合わせた数字で発生量をカウントしようということの仕組みを取り入れてございます。 

 それから、右側でございますが、食品関連事業者の取り組みの円滑化ということでござい

まして、再生利用事業計画の認定制度の見直しというものを実施してございます。今までは、

食品関連事業者から排出されました廃棄物につきまして、運送する方につきましては、それ

ぞれの市の許可を持った方が運ぶわけでございますが、廃棄物処理法上は、収集の許可と積

みおろし場所での許可と両方の許可が必要だったわけでございますが、今までは、再生利用

事業計画の認定を受けた場合にはおろす許可が不要だったということになっております。 

 それが今回の改正案でございますが、上と下を比較していただきますと、右側に赤い点線

で囲んでおりますが、リサイクルループの完結ということが書いてございます。農業者で生
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産されました農畜水産物を引き受けた場合につきましては、収集・運搬のところにも星印が

かいてございますように、収集の許可が要らなくなり、かつ積みおろしの許可が不要になる

ということで、今までは、Ａ市、Ｂ市、Ｃ市、Ｄ市というのをそれぞれ違う業者が集めてい

たものが、それぞれ１人の業者が集めることが可能になりましたということでございます。

したがいまして、コンビニエンスストアさんであるとか、チェーン展開を実施されていらっ

しゃる方々につきましては、そういう集め方が集めやすくなったということでございます。

そういうような法改正を実施してきてございます。 

 この中で、今回、牛久保座長と石川座長とともに審議会をお願いしたわけでございますが、

資料１－１の方に戻らせていただきますが、分厚い資料でございます。分厚い資料の一番後

ろから２枚目、３枚目のところに委員名簿が出ておりますが、３枚目のところに、まず食

料・農業・農村政策審議会専門委員会名簿ということでございまして、食品リサイクル小委

員会、その次のページのところに中央環境審議会専門委員会名簿というものがございまして、

専門委員の名簿があります。それから、最後のページのところでございますが、基本方針の

改定に関する審議経過ということでございまして、食料・農業・農村政策審議会のリサイク

ル小委員会と中央環境審議会の食品リサイクル専門委員会の合同会合ということで、７月

27 日から９月 10 日まで４回の会議を開催いたしまして、それぞれ濃密に３時間余りの時間

をかけていただきまして、１回目から４回目まで御議論をいただきました。それで、４回目

の９月 10 日に最終取りまとめ案がまとまりましたので、その後、９月 26 日以降にパブリ

ックコメントを実施してきております。 

 中身につきましては、これは分厚い資料でございますが、資料１－２というところで概要

を取りまとめておりますので、そちらの方で簡単に御説明をさせていただきたいと思います。 

 それでは、資料１－２でございますが、２点ございまして、１点目は、１番でございます

が、食品循環資源の再生利用等の促進に関する基本方針の改定でございます。基本方針の改

定の中身につきましては、かなり全面的に書きかえたいと思っておりますが、１番が優先順

位の関係でございまして、再生利用等の優先順位につきましては、発生抑制、再生利用。再

生利用の中には、肥料にする、飼料にする、メタンにするというのが入るわけでございます

が、その次に熱回収、減量の順とすることといたしまして、再生利用の手法の中では、飼料

自給率の向上にも寄与する飼料化を第一に優先するということで、餌にするというのを優先

していきたいということでございます。 

 ２番目につきましてですが、再生利用等を実施すべき量の目標ということでございます。
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これは、制度の進捗状況を評価する指標ということで業種別に指標を設けさせていただいて

おりまして、個別の企業の方々にかかる目標は、下の２の１のところに書いてございますの

で、また後ほど御説明をさせていただきたいと思いますが、業種ごとの目標を設定させてい

ただいております。食品製造業につきましては、17 年度実績の 81％を５年間で 85％に、

食品卸売業は 61％を 70％に、食品小売業では 31％を 45％に、外食産業では 21％を 40％

にということで、この５年間で、それぞれの各業種の皆さんに頑張っていただいてアップを

していただきたいということでございます。 

 それから、３番目でございますが、再生利用の促進のための措置に関する事項でございま

して、１点目では、今度、新たに定期報告制度が設けられまして定期報告をいただくことに

なるわけでございます。そういうことで、定期報告をいただいたものにつきまして、国は、

業種・業態ごとに食品関連事業者のトップランナー及び平均的な取り組み内容について公表

するとともに、今回、定期報告をいただく段階で、公表に同意をいただけるかどうかという

ことも報告の中に入れていただきまして、御同意をいただきました事業者の方につきまして

は、事業者の名称、それから再生利用の実施率等につきましても公表をさせていただきたい

というふうに考えております。 

 それから、２番目でございますが再生利用の事業計画、先ほど、リサイクルループという

ものを御紹介させていただきましたけれども、リサイクルループ及び再生利用事業者の登録

制度につきましてさらなる普及を図るということでございます。 

 それから、４番目としては、環境に資するものとして、食品資源の再生利用等の促進の意

義に関する知識の普及等に関する事項ということで、消費者の方々を初め、さまざまな場面

で御理解をいただくために、食育の一環として、学校給食で発生する食品循環資源の再生利

用等の促進を図るとともに、このほか、もったいないという意識の普及・醸成等、広く国民

の普及啓発を図るということを基本方針に記載させていただきたいということでございます。 

 それから、２番でございますが食品循環資源の再生利用の促進に関する食品関連事業者、

これは事業者の方の判断の基準となるべき事項の改定でございます。 

 １番目でございますが、基本方針に定められた実施すべき量の目標を達成するために、そ

れぞれ、今度は個別の企業でございます。食品廃棄物を排出する事業者の方々すべての事業

者に対して、メーカーであれ、外食産業であれ、それぞれの方々、企業の方々が目標とする

水準でございます。 

 これの考え方といたしましては、下の箱でございますが、20％から 50％の実施率になっ
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ていらっしゃる方々につきましては、毎年２％ずつの向上を図っていただきまして、５年間

で 10％アップしていただく。それから、50％から 80％の方につきましては毎年１％ずつ、

５％のアップをお願いしたい。それから、80％という既に高い基準に達していらっしゃる

方につきましては、維持・向上を図るということをお願いしたいということでございます。 

 それから後ろのページでは、再生利用等の実施率の計算方式を書かせていただいておりま

すが、今回新たに入ります手法でございます熱回収につきましては、食品廃棄物の残渣率が

５％程度ある。ここは灰分という灰になるわけでございますので、この部分については利用

できないことを考慮いたしまして、熱回収の場合には 0.95 を掛けさせていただくというこ

とを予定しております。 

 それから、発生原単位につきましても目標の設定をするということが予定されております

が、データがまだまだ集まっておりませんので、今後いただきます定期報告の結果を分析い

たしまして設定を予定しております。ただ、早期に設定する必要があるという御意見をいた

だいておりまして、20 年度分を分析した結果で設定を予定したいというふうに考えており

ます。 

 それから、今回の諮問事項の検討に当たりまして関係いたしますその他の重要事項につい

ても御審議をいただいておりますので、その点についても御報告をさせていただきたいと思

っております。 

 １番目は熱回収でございます。先ほど、食品のリサイクルをする場合に、餌とか肥料とか

に活用するということを御説明いたしましたが、どうしても、そういう利用ができない場合、

傷んでしまったとか、そういう場合にあっては焼却処分にするということが多くなるわけで

ございますが、焼却処分をする場合にあっても、熱として回収するという努力をしようとい

うことでございまして、熱回収を入れさせていただいたわけでございます。これは再生利用

が困難な場合、一定の区域内、これは 75 キロ圏ということを予定しておりますが、75 キロ

圏内に再生利用の施設がない場合、それから、施設があった場合であっても、既に量的にオ

ーバーになってしまっているとか、例えば、種類とか性状で受け入れが困難であるというよ

うな場合があります。 

 それから２番目といたしましては、受け入れた施設が一定の効率で電気または熱の回収が

利用できるようなことということで、160 メガジュールという水準を一つの水準として予定

してございますが、一定の熱の利用ができるような施設について使う場合にあっては、熱回

収として再生利用等で含めていきたいということでございます。 
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 それから、２番目は定期報告の取り扱いでございます。定期報告につきましては、大量発

生事業者ということで 100 トン以上の方々に定期報告をお願いしたいということでござい

ますが、毎年度、事業実施年度の終了後、４、５、６と３カ月間程度の期間が要するという

ことで、６月末日までに、原則として、できるだけ書類だけではなくて、事業者の方々の負

担軽減を図るために電子申請方式も導入したいということで、電子申請方式も導入した上で、

食品廃棄物の発生量、発生原単位、発生抑制、再生利用、熱回収、減量の実施量等の報告を

お願いすることを予定しております。 

 それから、再生利用事業計画の認定でございます。リサイクルループの認定でございます

が、食品関連事業者が引き取る特定農畜水産物についての考え方でございます。 

 まず、最初のポツでございますが、特定肥料等の利用により――いわゆる堆肥にされてい

た、その堆肥を活用して生産された農畜水産物であることということでございます。 

 それから２番目といたしましては、農畜水産物の割合がいろいろ混ざってきた場合には、

その場合の重量割合が 50％以上含まれているものということでございます。それらのもの

が農畜水産物を引き受けるわけでございますが、引き受ける量につきましては、みずからが

利用すべき量につきましては、原則 50％以上の設定を予定しております。 

 それから４番目でございますが、再生利用の対象品目の追加ということでございます。従

来、再生利用につきましては４製品、肥料にするか、飼料にするか、油にするか、メタンに

するかという４つの方法があったわけでございますが、これに加えまして、「炭化して製造

される燃料及び還元剤」ということがございます。この「炭化して製造される燃料及び還元

剤」の趣旨でございますが、これは、いわば一言で申し上げると炭でございますが、炭とい

う場合には、木炭もしくは石炭から来たものを「炭」と言うことになっておるようでござい

まして、食品残渣を炭化した場合のものにつきましては、単純に「炭」とは言えないそうで、

炭化して製造されたものということになるわけでございます。また、炭につきましてはさま

ざまな使い方がございまして、食べる場合もありますし、消臭剤に使う場合もありますし、

土壌改良剤に使う場合とか、さまざまなケースがあるわけでございますが、今回の食品循環

資源を原料として炭化したものにつきましは、発電用などに使う燃料及び高炉で使われる還

元剤等の２つに限定をさせていただいております。それから、エタノールということを追加

したいということで、この２品目についての追加を予定してございます。 

 それから、この結果につきまして、資料１－４でございますが、皆様方からの意見を求め

ますパブリックコメントを１カ月間、施行令の関係部分については９月 26 日から 10 月 25
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日まで、施行規則とか基本方針に関する部分につきましては９月 28 日から 10 月 27 日まで

ということで、１カ月間のパブリックコメントを募集いたしました。 

 その結果につきましては、整理した意見数のところでございますが、施行令関係では 26

件、それから施行規則関係では 36 件で、全体で 62 件の御意見をいただいております。次

のページ以降に、非常に細かい字で見にくくて恐縮でございますが、意見をいただいた部分

について整理させていただきまして、私どもの考え方もあわせて整理させていただいており

ます。 

 この結果、小委員会で御議論いただいた基本方針等の改定についての取りまとめを修正す

るまでには至らないということで整理をさせていただいております。 

 少し長くなりましたが、以上で詳細な御説明を終わらせていただきます。 

○荒蒔部会長 ありがとうございました。 

 かなりボリウムがある話ですが、特に、最初に御説明いただいた参考２というところにダ

イジェトがありまして、その最終ページが主に改正のポイントということでダイジェストさ

れていますので、この案について御意見とか御質問がございましたらどうぞ。 

 安部さんのところはどうですか。外食産業のあれで大分……。 

○安部委員 私自身、ちょっと勉強不足ですので、現在の 21％を５年で 40％というのが、

この数字の裏づけやら何やらがよくわからないものですから、削減目標にする場合、どこに

フォーカスを当てて活動していこうかというときに、まずカテゴリーも分類しないといけな

い。食物残渣やらアメリカンファーストフードの傾向のように、ハイプラやら、業種・業態

によっての特徴もわかりますし、それから、対策の打ちようも変わってくるものですから、

まず、その現況把握と、何が一番効果的な優先順位かというようなことも、そういう分類に

基づいてやっていかなければいけないということについては、改めて持ち帰りたいと思いま

す。 

 一番印象的には、減量化は進んでいるというような実感は持っております。ですから、こ

れを推進していく場合に、大手は比較的、理念に基づいてのところで経済効果ももちろん求

めるのですが、中小のところ以下は、それらの対策の実行自体が、経済効果へのモチベーシ

ョンもあわせて織り込みながら推進していかないと、なかなか進まないということについて

は、もう少し対象をしっかり絞って、その実行プロセディアみたいなことも、ガイドライン

としては示唆できるようなものを急ぎ設けて取り組みたいと思います。 

 ただカテゴリーは、マトリックスなんですが、例えば食物残渣についてのコンポスト化み
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たいな活動は、僕が記憶するところ、５年以上前から幾つかの地区で実験的な取り組みは、

それこそ越境問題とか、収集業者の組織化というようなことを立体的に活動しているという

実績を知っております、ジェフというフードサービス協会の中での活動として。ただ、これ

もそれ以上の広がりを見せていない。これは、単に単一のファンクションで片づけられない

というさまざまなところがかかわり合いながら、ちょっと推進していかないことには、何と

も、本質的な、現実的な解決になっていかないということについては、大変に悩ましい問題

だなという気はしております。 

 いずれにしても、産業分野別で言うと一番劣等性ですから、したがって、現実的に５年で

半減というのは、第一感としては、ちょっと無理があるなというのが率直な印象でございま

す。しかしながら、そういう問題意識でみんなと共有しながら、具体的な課題の据え方にし

ていきたいと思います。 

○荒蒔部会長 ありがとうございます。 

 今回の改正というのは、私は座長の立場で言うのも変ですが、方向性としては、こういう

ふうになっていくべきだし、そうだろうなと思うんですけれども、やはり簡単にできない部

分がますます残ってきている。それに対して、ある程度法的な、ガイドラインも含めて法的

な縛りで進めていこうということなので、その辺が、やはり今、ちょっと安部さんがおっし

ゃったように、実態の把握と方針設定というものの間にどのぐらいの検討がなされていたの

かと、ちょっとそういうふうな気もするんですが、牛久保さん、どうですか、その辺は。 

○牛久保委員 先ほど御説明がありましたように、なかなか川下、特に安部委員のところの

ような、消費者と絡むところの数字については非常に厳しいということは重々承知の上です

が、あくまでも、やはり国の方針として循環型社会をつくるという上では、やはりこれだけ

の目標を立てて、企業としてもおやりいただくということ。 

 それで、企業ばかりではなく、今回の法律の中でも基本方針の中に盛り込んでありますの

は食育、子供たちを含め、それから消費者も、この法律自体は食品関連事業者だけにかかっ

た法律ですけれども、消費者も、例えば外食レストランを利用したときに灰やたばこの吸殻

を入れたりとか、薬の殻を入れてしまうと、なかなか再生利用でフォートが限定されてきて

しまう。そういうことも注意喚起をしながら普及をしていくということで、企業としても、

数字的には非常に大変かもしれませんが、国の目標としては、ある程度高い水準を目指して

お願いができないか。 

 それに伴って、今申し上げましたように、循環型社会の中ですから、国民一人ひとりがそ
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ういうことの注意をし、またはそういうことの協力をしていただく。そういう趣旨も含めて、

この数字でお願いしたいということで設定をしているということでございます。 

○荒蒔部会長 ありがとうございました。 

 最初の法律から５年たったということで、この５年間の間に、数字を見るとそれぞれ上が

ってきていますね。この上がった中で努力されている部分というのはあると思うんですけれ

ども、なおかつ、まだまだ目標というか、相当全体のレベルが低いというところが――やは

り今残されてきたのがそこなので、そこを上げようとすると、確かに、目標は今の倍という

のはいいけれども、山でも最後の７合目からがきついみたいな話で、そこにガイドラインと

法律ということだけで、ちゃんといけるのか。やらなければ、これはいろいろ勧告が出ます

よという話になりかねないのですが、いかがでしょうか。 

○牛久保委員 その考え方が当然ございますので、今、資料１－２にあります（２）という

のは、国全体として最終的な業種別に目標を掲げております。あくまでもこれは、同じ資料

１－２の一番下に、先ほどありましたように、20％以上 50％未満の事業者であれば２％、

それから、50％以上 80％未満であれば、５年間でそれぞれ１％ずつ、80％以上では、ほと

んど不可能に近いような御努力をされておりますので維持・向上していただきたい。これは、

個別に会社の企業がこういうふうに対応していただければ、国全体としては、先ほどに戻り

ますけれども、（２）の方向の結果が得られるということなんです。 

 それで実態は、恐れ入りますけれども、先ほど、冒頭の説明のときに用いました参考２を

ごらんいただけますでしょうか。それの後ろから２ページのところに、「再生利用等の実施

率目標（20％の達成者割合）」というものがございます。これは、今の改正法律に対して旧

という言い方をさせていただきますけれども、現行の食品リサイクル法の実施率の目標は、

５年間で 20％達成していただきたい、それを掲げてお願いをしてきたわけです。 

 ところが、例えば全体でいきましても、その 20％を達成している企業は、食品産業計は

一番下にございますけれども、２割に満たない 18％、しかも、100 トン以上は罰則規定が

ございますけれども、多量発生事業者においても 30％未満だということですね。それで、

先ほど食品産業全体で出てきています廃棄物の 52％は再生利用等をやっていただいていま

すが、これは本当にやっていただいているところが少ない。ですから、全体で言うと８割以

上がやっていないような状況で、２割の方たちがこの数字を押し上げているというわけです

ね。ですから、やはりもっと企業個々の方たちも御努力をいただく、そういうことのインセ

ンティブを与えていこうということで、先ほど申し上げましたように、そのパーセンテージ
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のカテゴリーの中で、毎年２％なり、１％なり、御努力をさらに向上できればやっていただ

きたいということです。 

 ですから、本当に、ある面では二極化していまして、やっていらっしゃる方と、やってい

らっしゃらない方が、ある面では同じ企業の中の数字を見て、我が業界は、どこかがこんな

にやってくれているからというような考え方をお持ちいただくというのは、やはりここの法

律の趣旨といいますのが、少なからず食品廃棄物を排出されている、規模は問わず、すべて

の食品関連事業者に対応していただく法律なものですから、そこのところを、まず克明にお

やりいただくということで２つの数字を分けて列記させていただいたということでございま

す。 

○荒蒔部会長 何か、事務局の方でございますか。 

○瀬戸食品環境対策室長 今、牛久保座長の方から御説明いただいたとおりでございまして、

かなりの部分で進んでいらっしゃる企業の方と、それから、なかなか実施ができない状況、

チェーン店の方の例で申し上げますと、地域的にできた、できなかったというケースもござ

いますので、そういう意味での進捗状況の差が出ているものですから、そういうところでお

くれている方々に、ぜひかさ上げをお願いしたいというのが今回の改正の中身でございまし

て、20％から 50％の人と、50％から 80％、80％以上の人という企業ごとに３段階の仕分

けをさせていただいたというのが今回の数字でございます。 

○荒蒔部会長 ほかの委員の方で御質問、御意見を。 

 並木委員、お願いします。 

○並木委員 細かい話で恐縮ですけれども、今の話に関連することでもあるわけですが、今、

ちょっと御説明はありませんでしたけれども、資料１－１の 31 ページからのステップ２の

ところです。真ん中に赤く事業者の実施率の目標を掲げようということですけれども、これ

はこれとして、こういう形にしなさいということで、これを受けて、その次の 32 ページに、

こういう形で運用イメージというものが掲げられていて、実施率目標とＡ事業者、Ｂ事業者

の５年後の一つ一つの推移が書かれているわけですけれども、前に中身がはっきりしないと

きには、５年で２％なので、例えば 10％、どこかでクリアすればいいよというようなお話

もあったように聞いたんですが、実際問題は毎年２％――例えば２％ということであれば、

毎年２％クリアすることが望ましいということだと思うんです、この表でお示しになられて

いるのは。最終的には到達するけれども、途中でちょっと下がるよというイメージがあるわ

けですが、こういう場合の指導はあるけれども、この辺のニュアンスというのはどうなんで



 

 - 15 - 

しょうか、変な言い方ですけど。 

○瀬戸食品環境対策室長 今お話がありました 32 ページの数字でございますが、先ほど、

毎年２％ずつ、この場合ですと 45％ですから、途中で１％に変化するわけでございますが、

毎年アップをしてくださいということでございます。したがいまして、早いうちに、例えば

10％やってしまいましたということであれば、それでいいわけでございます。今までは、

先ほどもお話がありましたように、５年間で 20％やりましょうということですから、いつ

やってもよかったんです。それで、後ろでやってもよかったということでございますが、今

回は、毎年２％ずつやっていただきたいというのが基本でございますので、それをクリアし

ていけばいいわけでございますけれども、できれば早いうちにやっていただきたい。早いう

ちにやれば、その分いいですよと。 

 ただ、遅くやるのは困りますと。ですから、最後の年に 10％やったから、それでいいと

いうわけにはいかない。今回から、毎年御報告いただきますので、毎年御報告いただいた段

階で、例えば新しくお店ができましたから、１年間下回るということはあり得るでしょうと。

たまたま３月に新しいお店ができちゃったので、とてもできなかったということもあるかも

しれませんけれども、２年連続して達成できなかったという場合には、どのような計画をお

持ちなのか、お話を聞かせていただきたいというふうに考えているわけです。 

 それで、２年目にはどうしてもできなかったけれども、３年目にやりますよとか、そうい

う場合もいろいろケース・バイ・ケースでおありだと思いますので、そこは柔軟に対応して

いきたいと思っておりますが、少なくとも目標を２年連続して下回った場合には、その理由

をお聞かせいただきたいというのは御指導させていただきたいと考えております。ただ、一

回だけ落ちちゃって、また戻りましたよというケースもあると思いますので、その場合には、

基本的にはやらないつもりでいますけれども、そこはまた、状況に応じて皆様からのお声を

聞かせていただきたいというふうに考えております。 

○荒蒔部会長 何か、御意見はありますか。手短に。 

○並木委員 極論して恐縮です。今のお話で、例えばの話ですが、45％の基準を持ってい

る業界として、翌年 10％クリアしちゃった、それで 55 だということであれば、その後はそ

れなりでいい、それを維持するというようなことでいいということですか。 

○瀬戸食品環境対策室長 そうです。 

○並木委員 済みません。わかりました。 

○荒蒔部会長 それでは、上谷さんお願いします。 
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○上谷委員 日本食生活協会でございます。 

 先ほど、参考２の資料の中で御説明がありました再生利用度の実施率目標の達成者割合を

見ると、先ほどの説明からいきますと、全体の 52％程度の再生利用は行われているけれど

も、他はやっていないというようなお声がございましたが、やっていないと。今、ここでお

話されているのは、数字がどうだこうだというところで討議されていると思うのですが、内

容を見てみると、この事業の業種別に分かれた４つの区分を見ただけでも、食品製造業なり、

それから外食産業に至るまでどうかというのは、製造業の段階では、しっかりと食べ物では、

比較的区分できる状態のところでの整備だと思うんですね。それで外食に行き、川下に下る

ほど食べ物が分別しにくくなっているという用途もあるのではないかと思うんです。そうい

う中で、やっていない、やれない。もしくはやっていないか、やれないかは別として、やっ

ていない理由というのは何なのかというところをちょっとお尋ねしたいと思います。 

 先ほど、フランチャイズあたりが統括しながら区分されるようになったというふうにお聞

きしましたけれども、そうなった暁に、それは５年でそういう対応ができるかは別としても、

それに対応する設備というようなもの、焼却する設備等への補助についての変化があるのか、

その辺も、あわせてお尋ねしたいと思います。 

 もう１つ、100 トン以上のところに義務化した定期報告制度をとるようにしたいというよ

うなことと、もう１つ、あわせまして公表に同意する業者については公表していきたいとい

うことですが、これは、もちろん優位の業者ということでしょうね。だめな方を公表するわ

けはないと思いますので、その辺も含めながらお尋ねしたいと思います。 

○荒蒔部会長 それは、むしろ事務局の方から。 

○瀬戸食品環境対策室長 できなかった理由というのは、なかなか難しいと思います。それ

ぞれ各企業の方々が置かれている立場と、それから扱っているものというので違いがござい

ますので、食品残渣の場合に、外食の方々の食べ残しの場合には、先ほどもちょっと御説明

がありましたけれども、非常に分別が難しい。そういうことで、ホテルでやっていらっしゃ

る方の例で申し上げますと、食品残渣の中にナイフが入ったり、フォークが入ったりすると

いうことまで生まれちゃうということになりますと、そういうものの分別が非常に大変なわ

けです。 

 それで今回、昨日も牛久保先生が御出演になられた「クローズアップ現代」でもやられま

したけれども、例えば売れ残りのお弁当を餌にするという場合でございますが、これもお弁

当をあけて、その中をまた分けなければならないということで、非常に分別が大変だと。し
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かも、油分の多いものと御飯類をまた分けるというようなことをなさっていらっしゃいます

けれども――そういうことがだんだんできるようになった部分もあるわけでございますが、

その分別、それから運ぶこと、先ほどのお話にありましたように、傷んだものになりますと、

これは餌にできないわけでございますし、肥料にしてもだめでございますから、残渣といえ

ども、やはり品質であるとか、そういうものも大事なわけでございます。そういうものを保

ちながら、かつやっていかなければならないということの難しさ、特に、外食のように少量

ずつ出るところ、しかも波がある。出るのが一定ではなくて波があるということになります

と、それの利用も難しい。食品メーカーさんの場合には、例えば季節的な多少の変動はある

かもしれませんけれども、一定量同じものが出るということになりますと、その利用の仕方

も検討しやすいということになりますので、そういう業種ごとの特性の違いというのは、非

常に大きいのではないかと考えております。 

 今後も、いろいろな優良事例等も、先ほどの公表にも絡むわけでございますが、委員の

方々からも御指摘がありまして、公表のときに、公表の御同意をいただいた方の中で、数字

だけを出すのではなくて、こういうふうにやってうまくいったよということも書くような欄

を設けるようにという御指摘をいただきまして、そういうことも公表の中に入れていきたい

と考えております。 

 それで、公表に御同意いただいた方について、一応公表することを予定しておりますので、

達していなかった方に御同意をいただいた場合にどう扱うかというのは、ちょっと今のとこ

ろ想定していなかったものですから、基本的には、達せられた方からの公表という格好にな

ると思います。 

 なお、私どもの公表の形態としては、全体の出てきた数字のトップランナーを、会社名等

を出さないで公表するとか、平均値を公表するとか、そういう数字を加工したものを公表す

るというのが１つと、それから、御同意をいただいた方の生の数字を公表するという２つの

公表を予定しております。 

○荒蒔部会長 安部委員、何かございますか。 

○安部委員 できない理由の議論は非常に得意なので、何だってできるのですが、例えば外

食で言いますと、店とセントラルキッチンと工場で分けますと、工場とかセントラルキッチ

ンの改善は一気に進むんですよ。さらには、機能的には食品メーカーさんの工場やら何やら

と比較的似ていると思いますね。 

 それで、あえて言いますと、店の方のキッチンの風情で言いますと、家庭内のキッチンと
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似たようなところがあると思います。だから、分類別に言うと、今、家庭ごみがふえ続けて

一向に減らないという状況と似たようなところがあるんじゃないかと僕は思うんですね。 

 いずれにしても、さっきちょっと言いました、食べ残しやら調理過程に起こる食物残渣は

ゼロにはならないわけです。ただ、これはどこも減った方が――実際に毎日回収する清掃業

者に出すのは、いろいろな分類はありますけれども、基本的にはその業ですから、これは減

らすことが、直接経済効果につながるということで、どこも一生懸命やっていることではあ

るんですね。さっき言った対策として、これをリサイクル、つまりコンポスト化をしていこ

うという試みについては、取り組んでいるけれども、なかなか１業者や１分野では解決でき

ない。これは清掃業者も、あるテリトリーの中だけではおさまらないので、さっき言った実

験を、ファミレス、居酒屋、ファーストフード、それぞれのすべての業種が、大体５社ずつ

ぐらい集まって二十数社での実験をずっと茨城県でやっていた。それはコンポスト化して、

そのコンポストを農業生産の方に供給して、そこで生産される野菜類について、外食がまた

それを買い上げるというリサイクルに対する試みですが、これをもっと全国的に広げていき

たいという願望は持っているけれども、いろいろな分野と連携をして、今、さまざまな規制

をクリアしていかないといけない。その中で言うと、きょう拝見すると、相当大変だった幾

つかのハザードを、この数年でクリアされているなという前進は非常に認められるところで、

これは情報としても、各分野がそれを共有しながら、相当積極的に意識して前進していかな

いと、推進力がないと、自然に任せても、なかなかこれは広がらないという気がちょっとい

たしますね。 

○荒蒔部会長 いろいろまだ御意見はおありと思うのですが、進行の都合からいきますと、

そろそろまとめなければいけないんですが、私自身は、今、皆さんから出された御意見も含

めて、今度のリサイクル法の改正について、方向性としてはいいと思うんですけれども、要

するに、法律的なものをつくってガイドラインに示せば、やらないやつが悪いんだと、そう

いうタイプの進め方では、この手の事業というのはなかなか進まない。それで今回、再生利

用事業計画のときに、特に廃棄物の移動ということについては、新しい規制緩和みたいなも

のが提供されているので、これは非常にいいことだと。だから、後は、やはりみんなが、こ

れはやらなければいけない、やるべしだというふうに思っていただけるような雰囲気づくり、

あなたのところは、報告をいつ見ても全然進んでいませんよとただ叱るだけではなくて、そ

ういうものを何か、どこかで精神的に組み合わせていく、あるいは行政として、もしそうい

うディレギュレーション的なものでそれを乗り越えられるならば、それを示していくという、
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やはりそういう要素を今後も積極的に検討を続けるというようなことを、むしろ付記してい

ただければありがたいなと思います。 

 どうぞ。 

○牛久保委員 今、全国に、中小・零細から始まって大企業の食品工場があるわけですね。

これは審議会の中でも、結構時間を割いて議論した中に、これは事業系一般廃棄物なもので

すから、いわゆる各市町村にかかわる問題。それで地方の場合は、再生利用してくださる施

設・設備がないという実態が非常に多いんですね。我々は、どうしても都会のセンスで考え

てしまいますので、これも、やはり国全体としてリサイクル施設を、もっと雇用を高めてい

くということもしなければいけないという議論はたくさんありました。ですから、それは実

態としてこの数字を読みながら議論しますと、そういうことがあったということです。 

 ですから、先ほど安部委員がおっしゃられたように、各自治体も含めて、そういうところ

が中心になってやっていただくということを、今度はそこら辺のところも盛り込んで基本方

針の中には書き込ませていただきました。 

○荒蒔部会長 それは、非常にいいことだと思いますけど。 

○牛久保委員 それからもう１つは、奨励的な意味で、これは今、別のところで検討してお

りますけれども、環境認証とか、いわゆるちゃんとした廃棄物を出しているところは環境認

証しよう。そのさらに発展系としては製品認証、例えばエコフィードというような形のもの

で、餌で優良なものをつくっているところについては、何かマーク的なものを差し上げて、

自分のところではそういうことをという、差別化をしていただくような認証制度的なもので

奨励をしていきたいというようなことも考えて議論をされておりますので、それは追加させ

ていただきます。 

○荒蒔部会長 ありがとうございました。 

 監視を強めることによって数字を上げようというのでは、多分動かないと思いますので、

監視というのは、ある意味では必要ですけれども、それをやはり両方――やる側、推進する

行政側でも手を出していくというように、やはり双方で知恵を出し合い、行動し合うという

ことは必要だと思いますので、その辺のニュアンスを、きょうの会のあれにしていただけれ

ばありがたいと思います。 

 それでは、今、御説明いただきました促進に関する基本方針の改定ということについては、

当部会として了承させていただきたい。そのときに注文としては、先ほどのようなことをつ

け加えさせていただきたいと思います。 
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 それから、この案については、そういう形で農林水産大臣あてに答申をさせていただくと

いうことにいたします。それで、今申し上げた答申の手続とか肉づけ、若干のコメント的な

ものについては私に御一任いただければ、相談させていただいてやらせていただきたいと思

います。よろしくお願いしたいと思います。 

 よろしゅうございますか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

 

食品企業のコンプライアンスの徹底について 

 

○荒蒔部会長 それでは、続きまして、今度は議題の４番ということですが「食品企業のコ

ンプライアンスの徹底」、これもなかなか、非常に今、ホットな話題になっておりまして、

これについて事務局から御報告をお願いします。 

○櫻庭食品産業振興課長 食品産業振興課長の櫻庭でございます。若干お時間をいただきま

して資料を御説明した上で、皆様方から、いろいろな角度から御意見、御指導を賜ればと思

います。 

 用います資料は２－２でございます。簡潔に御説明いたしたいと思います。 

 右下の方にページがあります。ページ番号１でございます。頻発する食品企業による事

件・事故というテーマでありますが、左上の棒グラフは、平成 16 年から独立行政法人農林

水産消費安全技術センターで集計している食品の自主回収件数でございます。これまで３年

間は 200～300 ぐらいということでございますが、今年に入りまして、１月から 10 月の 10

カ月間の累計で 608 のぼり、その下の原因別に見ますと、608 のうち、表示の不適切 240

ということで、約４割は表示問題ということになっております。しかも、どういう品目かと

いいますと、右側の横のグラフになりますけれども、お菓子が圧倒的に多く 166 件、次い

で調理食品という形になっています。こういった形で、見てみますと２つの分類があります。

いわゆる作為的、確信犯的なものと、もう１つは、単なるケアレス的なものというのが２つ

あるということで、これは、すべて入っているということでございます。 

 続きまして３ページになりますけれども、現在、農林水産省には「食品表示 110 番」と

いうものがございます。今までは、月に大体 90 から 100 件という感じだったのですが、こ

の６月、このＢ社の事件を境にして非常に情報提供が多くなってきております。 

 次の４ページになりますけれども、実は、今申し上げたのは工場とか現場で起きている事
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案でございますが、個人情報漏えいとか、そういう管理セクションの部分も、17 年度と比

べて 18 年度は 1.3 倍という形です。しかも、件数だけでなく１件当たりの漏えい量が大規

模化しているということがわかるのではないかと思います。 

 ５ページになりますけれども、企業は今、実際にどうなっているかということですが、右

の方の規模別ということで、私どもは４月から６月に全国 11 カ所で食品企業のトップセミ

ナーということで、弁護士の先生等に来ていただいてセミナーを開きました。そこに参加し

た企業の皆さんは、比較的、関心・意識の高い企業と言ってもいいかと思いますが、そこの

企業の方々のアンケート調査、それを前提として考えていただきたいと思います。が、まず

行動規範について、中小企業は 45％がつくっていません。衛生管理マニュアルは、大企業

でも６％、中小企業でも約３割近くがつくっていない。事故対応マニュアルは、大企業でも

４分の１の 24％、中小企業は半分以上はつくっていないという形で、非常にコンプライア

ンスと申しますか、基本的なところの作成がおくれていることがわかると思います。 

 ただ、大企業におきましては、６ページ以降にございますけれども、菓子製造業もファー

ストフードも、惣菜も、それぞれＣＳＲ委員会とかコンプライアンス委員会、そういったも

ので組織的に対応しているという状況があるかと思います。 

 続きまして９ページに参りますけれども、先ほど申し上げましたように、今年に入ってか

らの回収とかいろいろな話で、ほとんど表示関係で端を発しています。食品の表示制度とい

うのは、御案内のとおり、ＪＡＳ法、食品衛生法、景品表示法の３つが基本的なことになっ

ておりますが、基本的には、ＪＡＳ法というのは消費者の皆さんに情報を提供していく、食

品衛生法は、公衆衛生上の危害発生を防止するという立場で行われているということでござ

います。 

 あと、表示に関しましては 13 ページでございますが、それぞれ法律制度というよりはガ

イドラインで対応している部分がございますが。例えば 13 ページでございますが、外食産

業の原料・原産地表示の取り組み状況ということで、平成 17 年、２年ほど前にできました

けれども、自らのメニューの、この肉はどこ産のお肉ですとか、そういった情報提供ですが、

日本フードサービス協会の調査によりますと、これは大手の方が入っているということで考

えてもいいと思いますが、事業者ベースで約９割が実施しているということを伺っておりま

す。 

 次の 14 ページは豆腐・納豆について、これは昨年、ガイドラインができましたけれども、

右側の納豆の方が８割ぐらい進んで、豆腐は行っている、行っていないが半々という形です。 
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 次の制度的な問題として、15 ページになりますが、会社法、金融商品取引法というのが、

今年、昨年と相次いで施行されております。会社法は内部統制システムの構築の基本方針を

きっちり行うことを義務づけている。金融商品取引法は、ディスクロージャーを確保するた

めに、四半期報告書に監査法人がきちっと提出してく形であります。その両方とも、下のブ

ルーの部分をごらんいただきたいと思いますが、会社法は資本金５億円以上、または負債総

額 200 億円以上、それから金融商品取引法は１部・２部上場会社ということですが、よく

品会社はいずれも非常に少ない。 

 と申しますのは、ちょっと飛んで恐縮ですが 28 ページをめくっていただきたいと思いま

す。一番最後のページです。事業所数、中小企業、大企業と、つまり食料品製造業は、大企

業は 0.9％、一般飲食店は 0.1％という形で、99％は中小企業であるといったことでござい

ます。 

 それで、また 15 ページに戻っていただきたいと思いますが、つまり、会社法なり金融商

品取引法という形で、経営の健全性を確保したり、情報開示を充実するという話は義務化が

かかったとしても、中小企業は対象外だということです。ただし、右側にありますように、

公益通報者の保護法とか独占禁止法とか、そういった諸法令は、すべての企業に義務がかか

っている。それで、昨今の話題は、内部告発というのが非常に多いということがあります。 

 そこで私どもは、16 ページ以降のいろいろな要請文書を出したり、セミナーを開いたり

しております。ただ、意識の高い人、低い人といろいろありまして、こういったセミナーで

いろいろな話をしていますと、どういう形でこれをまとめて、あるいは行動すればいいのか

という声をよく聞きます。 

 そこで私どもは、24 ページになりますけれども、食品業界が信頼性を向上するための自

主行動計画をつくっていただきたい。その作成を支援するガイドラインをまず目安として、

各民間企業の専門家、いろいろな分野の専門家のアドバイザーの御指導もいただきながら、

業界団体自身が、あるいはそういう会員企業が、どういう形でこの自主行動計画をつくって

いくべきかという事項を整理してわかりやすく説明したらどうか。それで来年、各業界団体

の総会が４月以降に行われますので、自主行動計画をみずからつくっていただいたらどうか。

それで、各企業、事業者がそれぞれ取り組んでいただいたらどうかということであります。 

 そのガイドラインの具体的なイメージでございますが、25 ページになります。先ほど申

し上げましたように、99％が中小企業ということでございます。そういったところでは、

やはりノウハウ、人材の点で対応はかなり難しい面があるということで、このガイドライン
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が一つの道しるべとして策定してはどうかということでございます。個々のマニュアルとか、

非常に整備された分厚いものが結構あるんですが、例えばコンプライアンスの関係でいきま

すと、経営陣、社長がこれを見て判断をするという形であれば、個々のマニュアル、分厚い

ものを見ていただくのではなく、まず、そういった考え方、全体を網羅したものを体系的に

出して、その方々に読んでいただきたいという視点であります。 

 下の方には、ちょっとイメージしていただくために、私どもは、どういったイメージにな

るのかなということで例として挙げておりますけれども、まず私どものメッセージで一番申

し上げたいのは、消費者基点の明確化ということを中心に置いていただければなということ

です。やはり今までのいろいろな不祥事、いろいろな事件・事故というのは、この消費者基

点がどうも不透明になっている、利益優先になっているのではないか。やはり消費者あって

の食品産業ということを明確化していくような形ですべてをつくり上げていったらどうかな

と思います。 

 それから、やはりコンプライアンスについては経営者の姿勢一つにかかっているというこ

とではないかと思っております。 

 そういった意味で、関係法令に基づくいろいろな、例えば記録をつくるとか、そういった

ものもあります。それから、それを遵守していくためのどういった機能、条件整備があるの

か。研修もあるだろうし、いろいろな中小企業に対しては、ＩＳＯよりも HＡＣＣＰの方

がなじみやすいのではないかなと、コスト的にもそういうような話がございます。それから、

情報の収集・伝達・開示をどうしていくのか。関係団体が、どういう役割を担っていくのか

というような、いろいろな形で今後詰められていくかと思いますが、こういったものを今後

つくってまいりたいという具合に考えているところでございます。 

 私の方からの説明は、以上でございます。 

○荒蒔部会長 どうもありがとうございました。 

 ただいまの御説明に対して、御意見、御質問、何でも結構ですから、ございましたらどう

ぞ。 

 齋藤委員、お願いします。 

○齋藤委員 消費者基点の明確化とコンプライアンスの確立、大変いい指摘だと思いますけ

れども、コンプライアンスだけを特に抜き出すと、こういう場合は、確かにそういうふうな

緊急避難的な性格もあるかもしれませんが、基本的には、企業ベースで考えていく場合は、

ＣＳＲをどうやって企業内部のシステムにつくり、内部監査と連動させていくかとか、こう
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いう企業の内部の組織そのものについて、もうちょっと広がりのある展開があってほしいな

ということを、まず感じました。これは、どこまでやるかということでございますけど。 

○荒蒔部会長 今の御意見に対して、いかがですか。 

○櫻庭食品産業振興課長 多分、その話になると、やはり企業としての組織体制の問題にな

るかと思います。ある程度、50 億ぐらいの売り上げのところで、従業員が 200 人とか 300

人のところと、それから従業員が 20 人、30 人のところでは、違いがあると思います。従業

員が 200～300 人とか、それ以上のところになりますと、今まで齋藤委員が話されたような

ＣＳＲ委員会をつくったり、そこまでいかなくても、品質保証部を社長直結にしたり、それ

から広報体制も社長直結にしたりというふうな、そういった基本となるものがあると思うん

ですね。引き続き中小の方向けのメッセージを御指摘のとおり出していければなと思ってお

ります。 

○齋藤委員 消費者を企業内にどういうふうに入れ込むかということも必要だと思いますね。

あるスーパーは１日店長みたいなこともやっていただいたり、あるいは出資していただくと

いうこともやっているところがありますね。雪印問題以降、そういう動きが非常に強まって

いるわけでございますが、そういうものが、今どこまで進展しているか、私もちょっとわか

りません。これは農水省、どのぐらいまでチェックされているものでしょうか。要するに、

消費者参加型というか、そういう意識を企業サイドに持っていただくのは、明確化するとい

うのは、もっと先に進んで、そこまで考えてした方がいいかもしれませんが、どうでしょう

か。 

○櫻庭食品産業振興課長 情報開示の問題と、もう１つは、自分の経営の中で消費者の御支

援をどのくらいいただくかと思います。例えば、工場には必ず見学コースをつくるとか、そ

ういった取組は、最近の工場では多く出てきておりますので、そこで一応触れ合う機会があ

る。 

 あるいは地方のところでいきますと、酒屋さんとか漬物屋さんが多いんですが、田んぼや

畑で消費者の皆さんと原料を一緒につくったりとか、そういった生育過程から一緒に取り組

んでいる企業も、結構あるのではないかなと思っております。 

 それから、もう１つ言うと、いろいろな場合で地方の特産物とか、そういったもので、な

るべく触れ合うような形、例えば料理とか、試飲とか、いろいろなものを親しみやすく行っ

ているといったものもあるかと思います。 

 ただ、先ほども申し上げましたように、家族経営的なところにプラスアルファしたところ
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と、それから、組織としてできるところで、やはり限界があると思うんです。ですから、私

どもとすれば、家族経営プラスアルファ的なところというのは、やはり事業組合等でまとま

った動きができないかな、それが一つの方策としてあるのかなと思っております。 

○荒蒔部会長 という御説明ですが、いかがですか。 

 ほかの委員の方、何か。 

 どうぞ、青山委員。 

○青山委員 私も、消費者基点というのは大変大事だと思います。 

 一方で、余り消費者基点というと、消費者は受け身でいいんだ、企業が悪かったのだから、

企業が全面的に直しなさいということだと。消費者は「何でもしてくれる。だから、待って

いたらいいのね」というような、相変わらずの受け身態勢から成長しないんじゃないかなと

いう気がするんですね。それで、やはり企業側がどこまで情報公開するかということにもよ

ると思うのですが、消費者も勉強してくださいよということもどこかで言っていただいた方

が、自分で選んで食べるんだということが、昨今の時期にかかわらず、もう少し消費者自身

が情報を自分で取りにいかないと、自分の食というのが維持できないんだというところの視

点も私は入れた方がいいんじゃないかなと思うんですね。 

 逆に、それは企業さんにとっても大事なことで、先ほど座長が、前の案件のところでおっ

しゃったように、監視だけでは、やはり絶対限界があると思うんです。ただ、消費者の「こ

んなに苦労してつくってくださっていたんですね」という一言が経営者の心も動かすでしょ

うし、だから、工場見学というのがどこまで、正直言うと、難しいところもあると思うんで

すけれども、例えば地元の子供たちだったら招いて、社長の口で説明もしてくださるでしょ

うし、そのときに親御さんも呼んでもらって話すと――見ず知らずの消費者が突然、監視で

すよという形で行ったら、みんな、やはり隠すと思うんですね。ですけれども、やはり地元

の企業、地元の子供たちということであれば、多分、経営者の方々の気持ちも変わると思い

ますので、そういった子供たちに、食育の一環であるとか、そういうところとも絡めながら、

企業の方も消費者に向き合うというような、ちょっと概念しか申し上げられないんですけれ

ども、消費者にも勉強してほしいし、企業も、消費者の目があるんだよというところをどう

具現化していただけるのかなと。 

 ちょっとまとまらないのですが、余り消費者重視という点だけだとだめなんじゃないかな

と感じたところでございます。 

○荒蒔部会長 何か、今の御意見に対して、いかがですか、事務局。 
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○櫻庭食品産業振興課長 いろいろなお話が出てきておりますけれども、現時点においては、

余りにも消費者の存在を無視した悪質な確信犯が数多く出ているという現状を見れば、まず、

そこは正していかなければいけないだろう。それから、その先に、今、委員が話されたよう

に、業界なり企業が、どうやって地域に根差していくのか、あるいは日本全国としてどうす

るのか、食育との関連をどうするのかというのは、また別途、御議論があると思います。 

 ただ、ここで忘れてはいけないのは、すべて、最近出ているのは表示に関連する事業が多

いという話になってきていますけれども、まず、消費者の皆さんにどうやって情報を開示す

るかという、そこからスタートだと思うんですね。日付を厳密にやります、賞味期限直前ま

で何割か余裕があるものも全部回収しますというと、全部焼却しなければいけなくなる。そ

のコストはどのぐらいになっていますか。食品の無駄の情報もすべて開示していくというよ

うなことも始めないといけない。いい情報だけではなくて、全体の食品リサイクル法を考え

れば、そういった回収や焼却のコストも今、世の中では最終的な価格に上乗せされていると

いうことを、やはり全部開示して、消費者の皆さん自身がいろいろ考えていただくような題

材を提供していくことが必要ではないかと思います。 

○荒蒔部会長 ほかに、何か御意見は。 

 渡邉委員どうぞ。 

○渡邉委員 食品メーカーで働いている立場から、少し発言させていただきたいと思います。 

 今、青山委員の方から消費者の立場でお話があって、そういう意味では、今いただいたよ

うな発言があることは、むしろ歓迎する部分もあって、過度の鮮度志向みたいなことが、流

通の皆さんの返品の問題を含めていろいろな問題を起こして、日付の問題も、そういったこ

とが一つの課題になって出てきてしまっているのだろうというふうに思いつつ、我々労働組

合の立場で言うと、自分たちの足元を見つめ返さなければいけないだろうと。 

 2001 年ですか、雪印乳業さん、そして日本ハムさんと事件がありまして、そのことによ

って、例えば雪印食品は会社存続が立ち行かなくなったということを見ますと、食品産業で

働いている人の職場なり生活を守っていくという立場で言えば、我々自身が、みずからそこ

の生産なりにかかわっているわけですから、自分たちで、そこのところをきちんとしようと

いうことで、この間やってまいりまして、６月、７月の食中毒の時期に、組織全体で、いわ

ゆる食の安心・安全の強化月間というような取り組みをしてきました。 

 そして、一定の効果が上がってきただろうと思う矢先の中で不二家さんの不祥事があった

ということで、ことし、改めて見直しをしてきておりまして、ついおとといのフード連合組
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織の中央執行委員会の中でも、加盟組織 280 ほどあるんですけれども、すべての組合で経

営の皆さんに、自社の中の食の安全・安心を確保する体制について点検をするんだというよ

うなことでの文書による申し入れと労使協議の開催を進めていくようにということを確認し

てまいりました。部会長のところのキリンさんも、そういう意味では、うちの副会長組織と

して御協力をいただいているわけですが、そういった中で、今回のガイドラインの設定とい

うのは、食品業界は、非常に業界団体も幅広いわけですけれども、資料にもありますように、

基本的には中小が多いので、特にコンプライアンスの意味で、あるいはＣＳＲの意味では、

大手企業はそれなりの対応をしているのですが、中小の部分でほとんど抜けていってしまっ

ているのが現状なので、今回、こういった考え方を示していただくということは、労使こぞ

ってやらなければならないというふうな認識も持っておりますし、ぜひ、そのことが成果に

なるような取り組みにしていただければと思います。 

 加えて、もう１点申し上げさせていただきますと、一連の関係が内部告発・内部通報から

生じているということで、そのことは、ある意味では外に出ていく。従来ですと、社員とい

う立場で全部のみ込んでしまったようなこともあった中ではいいのだろうと思うんですが、

ただ、よく背景を考えれば、非正規の働く人がふえた。そのことによって二極化というか、

均等処遇等がされていない中で、そういった非正規の皆さんの企業の中での処遇に対する不

満ということが、あるいは職場の中の諸矛盾が内部告発という形で出てきているのではない

かと思いますし、そういうことについての経営の皆さんの御理解ということも必要なのでは

ないかと思っております。 

 今までの、そういう意味での社員・従業員を受け入れる企業に対するロイヤリティという

ものが、かなり崩れてきていることに対する危機感も持つべきなのではないかという思いも

一方で持っているところです。 

○荒蒔部会長 今、渡邉委員からは、御感想という形で述べられたように思います。 

 ほかには、いかがでしょうか。 

 深川委員どうぞ。 

○深川委員 ちょっと私は、何も素人で知らないものですから教えていただければと思うん

ですけれども、９ページ目から大体 12 ページ、特に 12 とかに、平成 15 年に食品衛生法の

大幅な改定があってというようなお話が資料の中に載っていて、余り細かい御説明はいただ

けていなかったと思うのですが、素朴に思うのは、多分、中小の食品メーカーさんとかは、

大手以上に、やはり大変競争が厳しいと思うので、例えば食品の有効賞味期限というものに
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対するリードタイムを――食品自体が、多分、流通の技術というのはすごく進歩して、どん

どん変わってきていますし、多分グローバル化していますから、原材料もいろいろなところ

から来ているでしょうし、製法も、あるいは何百年も変わっていないといっても、実は変わ

っているかもしれないし、いろいろ考えると、どのぐらい科学的な合理的な根拠というふう

に、一応書かれているわけですけれども、つくっている側の考える科学的・合理的な根拠と

いうのが、どのぐらいフレキシブルに反映できている法律なのかなと思っています。 

 やはり競争が激しくて、さすがに段ボール肉まんみたいな、もしかしたら死人が出ちゃう

ようなところまでというのは、競争がある限りやらないと思うんですね。やったら終わりで

すから。だけれども、リードタイムが長いと、技術的に知っていれば、ちょっと１日ぐらい

ずれたって大したことないよなという悪魔のささやきが、やはり存在すると思うんですよ、

皆さん、利益を上げていかなくてはいけないので。 

 そういうふうに考えると、この科学的・合理的根拠による賞味期限の設定というのが、ど

のぐらいつくっている側の情報に基づいて設定されていて、どのぐらい技術の変化があった

ときに、どのぐらいの頻度でこういうものがフレキシブルに変えられるものなのか、ちょっ

と御説明いただければと思います。 

○荒蒔部会長 なかなか難しい御質問だと思いますけれども、どうぞ。 

○櫻庭食品産業振興課長 基本的に、消費期限とか賞味期限というのは、製造メーカーがら

つくるんです。ですから、今、委員が御指摘のように、それは科学的・物理的、生理化学的、

菌数がどのくらいある、あるいは官能テストをやって、決まります。あとは、大きな企業で

すと、機械的にすごく劣化速度を進めたりして、エージングテストみたいなものをするとい

うのがあるかと思います。 

 先ほど来話題になっていますけれども、中小はそれができない。そういう機器もノウハウ

もないということであれば、一つは、業界で自主的に取り組む消費期限・賞味期限のガイド

ラインというものをつくっております。例えば 25 ページにありますけれども、平成 14 年

に消費期限と賞味期限の表示の制度が変わったときに、それぞれ業界団体ごとにガイドライ

ン等をつくりなさいよという話になっています。和菓子はつくっていますが、実はチョコレ

ートは最近できました。あるいは昔つくったんだけれども、もうちょっとわかりやすくする

ために改定版をつくりましょうといった形で、業界自ららがつくって、それを各事業者がそ

れを参考にしてつくっていって、ＪＡＳや保健所と相談をしたり、いろいろな形でやってい

るというのが実態です。 
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 ただ、これと日付表示の改ざん問題とは、またちょっと別個の問題がありまして、一つの

事例として申し上げますと、北海道の個包装をしているとても有名なお菓子ですけれども、

あれは、こちらの品質保証の担当の方が行くと、大体、賞味期限というのは 10 カ月以上、

12 カ月ぐらいもつ商品ではないかなと思います。それを、過去に新しい包装フィルムとか

新しい機材を入れたんですが、それでも賞味期限を 4 カ月のままにしておいた。それで、

繁忙期やいろいろな記念セールとかがあるときに、それを５カ月とか 6 カ月とか自由に動

かして、また詰め替えをしたりとか、そういうことを基本的にしていたそうです。 

 そこで、最初の記者会見を拝見していたのですが、その賞味期限の日付表示のあり方とい

うのを、実は余り御存じなかったのではないかなと思いました。これはサービスでつけてい

るんだというような趣旨の御発言がございました。ですから、ルールの基本的なことを、や

はりそういった経営者の方々に広めていく、認識していただくというのも一つの話ではない

かなと思っております。 

 ですから、いろいろな期限表示のガイドラインをもう一回整備する、あるいはもう一回見

直してもらうというのも、このガイドラインの中で提起しまして、各業界団体ごとに、それ

をこうやりますとか、そういったことで広めていったらどうかなという考え方で進めており

ます。 

○荒蒔部会長 今、深川委員のおっしゃった件というのは、非常に本質的に、なかなかこう

だというふうに断定できない要素をいっぱい含んでいまして、例えば、私も個人的なあれで

すけれども、日本の方も海外で生活されたり、海外に長期間旅行に行かれたりすると、海外

で買い物したときに、賞味期限なんて書いてあるような国というのは幾らもないですね。い

つまでに売ってくださいと、セルバイデートとよく言っていますけれども、いつまでに販売

してくださいというのは書いてあるところが多いんです。だけれども、日本のように賞味期

限があって、消費期限があってとか何か、そんなことを書いている国というのは、世界のう

ち何カ国あるか、私は調べたことはないんですけれども、結構まちまちなんですよ。 

 昔は、日本というのは、全部つくった日なんです。製造年月日。それで、いつまでもつか

というのはだれもわからないんですね。ロングライフのミルクみたいに 60 日とか、大体書

いてありましたけれども。そうすると、製造年月日だとわからないじゃないかという意見が

お客様から非常にあって、それで、いつごろまでに召し上がってくださいというのを、いわ

ゆるメーカー側の一つのガイドラインと言うと言い過ぎですけれども、好意として書かせて

いただいたみたいなところから始まっているんですね。 
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 ですから、もちろん根拠がないわけではないんですけれども、食品というのは、当然冷蔵

庫に入れて、各家庭の冷蔵温度というのは違いますし、冷蔵売り場から家へ持って帰る間の

時間とか、その間どこに置かれたかによって大きく違いますしね。その辺の、いわゆるギャ

ランティというのがどこに、だれが責任を持ってやるのかというところが、非常にあいまい

なままで、今はメーカーにすべてが行っているというところに、やはり非常なプレッシャー

があるのだろう。だからといって、悪いことをやっていいというわけではないんですけれど

も、プレッシャーがあるのだろうと思いますね。 

 ですから、これはガイドラインのイメージということで出されて、確かに、どこにも相談

できないような――ところが、こういうことがコンポーネントとして大事ですよということ

を示してあげるというのは、非常に大事なことだと思うんですけれども、さっき、ちょっと

青山委員がおっしゃったように、消費者自身の、いつまで何という考え方をどうやって、本

当に、健全と言うと言い過ぎですけれども、正しいものに近づけていくかというのは、非常

に大きな課題なんだろうというふうに思いますね。 

 そうかといって、根拠のない数字はみんな出していないと思うんですが、先ほどのように

メーカーのホーシングテストというものでやれば、一応、冷蔵で置いておいたものが、例え

ば１年たったらこのぐらい変化するというものを、一気に 30 度とか 40 度に置いて何日間

でやればというシミュレーションは、ある栄養成分についてやればできるんですけれども、

食べ物全体としてそうなのかというところは、何とも言えない部分があって、それでも、一

応お客様の御要望でつけているというのが今の実態だと思うんですよ。 

 ですから本当に、今、そういうことが厳しくなったから不正をやってしまうということで

は、決してないと僕は思うんですけれども、その辺の期限の表示とか何かの本質問題という

のは、やはりどこかでもうちょっと突っ込んで話をしなければいけない。これは、あくまで

も個人的な意見ばかり申し上げておりますが、私は、食品に長いこと携わってそう思います。 

 それから、食品というのは、いずれにしろ原材料というのは、全部農水産物なんですね。

それというのは季節によって変わるし、気候によって変わるというのがあって、ディマンド

とサプライというのは、なかなか一致しない。しかし、企業というのは品切れを起こしては

いけないという猛烈なプレッシャーの中に、流通も含めてあるんですね。そういうもので、

「これは済みません、品切れしました」ということをはっきり言って、それについて、申し

わけないという気持ちはもちろんあるけれども、やむを得ないので御理解いただきたいとい

うようなことに対するお客様方のアクセプタンスというか、そういうものも、日本というの
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は余り育っていないんですね。けしからんというだけしかない。その辺も、いろいろな意味

でこういう――今のこの問題が、決して悪いことをやっていいということで申し上げている

わけではないけれども、その辺の理解を、やはり食品業界、農水省さんも含めて、何かレベ

ルを上げていかないと、結局モグラたたきになって、名前を出されれば、お前の会社はつぶ

れるよという話はよくわかるんですが、多分、そういうところが一番本質にあるのだろうと

思うんですね。 

 じゃ、どうすればいいんだと言われると、すぐにアイデアは出ないんですけれども、やは

り根本はそこにあって、食品で一番大事なのは、栄養問題よりも、むしろ健康問題というも

のが一番最初に来るので、保健所さんがずっとギョウセイをとっていたような、あの部分と

いうのは、かなりレベルが上がってきていると僕は思うんですけれども、その上の、おいし

く食べられるかどうかみたいな、その部分というのは、非常にスタンダードがあいまいなま

まに進んできたというのが実態だと僕は思います。 

 だけど、それを今ここで申し上げてもしようがないですが、このガイドラインイメージみ

たいなものは、25 ページのようなことを出されて、一種のコンサルテーションに応じます

みたいなものは、非常にいい試みだと思いますけれども、やはり、その先にある課題という

のはそうなんじゃないかと思いますが、いかがですか。 

○櫻庭食品産業振興課長 すみません。先ほどの 14 年というのは 17 年２月に、厚生労働

省と農林水産省が期限表示のガイドラインを出したということで訂正させていただきたいと

思います。 

 それから、もう 1 つは 10 ページにＪＡＳの品質表示制度というものがございまして、そ

の右側に、加工食品品質表示基準というものがありますね。つまり、ここには表示の義務化

がありまして、名称、原材料名、内容量、それで期限表示、それから、保存方法、製造業者

の６点が表示を義務づけられていると、法律上、明記されております。 

 あと、その中で原料・原産地表示の対象というのは、原産地名を書くというものもこの中

にありますけれども、要は、消費期限または賞味期限というものも、義務化されているとい

うことですね。 

○荒蒔部会長 それは、皆さん御存じなんですが、義務化する根拠になった判断基準という

のは何だというところをずっと突っ込んでいくと、多分、結構あいまいなところで線を引か

ざるを得ないし、引いているというのが実態だと思うんですね。それで、相当安全を見越し

て引いているというのも実態だと思います。そういうところが、さっき先生がおっしゃった
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ように、ひょっとしたら 1 日ぐらいみたいな気持ちが出てこないとも限らない根拠になっ

ている。しかし、そういうものを決めた以上、犯していいのかということになると、それは

やるべきじゃないという話にはなるんですが、やはり、その辺の構造の問題というのは決し

て――これはいつまでも布で覆っていたのでは、結局は犯人捜しをやるしかないみたいな話

になっちゃって、日本の食品のレベルとか、あるいは消費者の皆さんの本当の意味での安心

みたいなものが、それで達成できるのかという問題は、非常に大きな問題で、今、まさに渦

巻いているというのが本当のところだと思いますね。 

○齋藤委員 余り、こういうことを言っていいかどうか、ちょっと懸念があったんですけれ

ども、私は、やはりこの問題は消費者側にも、それなりのちゃんとした情報がなかったこと

も大きな理由で――ただ、賞味期間が終わったら食えないかというのは、また別で、そこで

別のマーケットができているところもございます。さらに、コンビニのお弁当なんかも、ち

ゃんと期限ぎりぎりまで置いておるかというと、実は早目に回収していますね。その分、当

然ごみがふえると、当たり前なわけです。 

 さらに、ロングライフミルクはいつごろから価格は下がるかといったら、かなり前に価格

は下げています。それは実態ですね。それは、過敏な消費者の鮮度志向ですよ、我が国特有

の。これは、食育教育の中で直すべきだと私は思いますね。鮮度追求型といっても、冷蔵庫

に放りっぱなしにしている消費者はいっぱいいるわけですから、それで、またごみをふやし

ている。こういう悪循環ですので、食育教育の中にこういうもの、期限切れの意味は何かと

いう、本当に食えないのか。じゃ、おいしさというのは何か、こういう議論をものすごくし

てくれないと、いつになっても、いつも食品企業はいじめられる立場にあって、消費者の社

会的責任って何だと、この議論は出てこないわけですよ。私は、これは、はっきりとこれか

らやるべきだと思います。 

○荒蒔部会長 岡本委員どうぞ。 

○岡本委員 私も消費者の立場としてですが、こういうガイドラインとか、その前の循環型

の話のところでも、消費者という言葉がちゃんと中に取り込まれたというのは、すごくあり

がたいことだなと思っています。 

 という以上、やはり消費者にも、先ほどのお話じゃないですが、責任は絶対生じてくると

思うんですね。受け身だけじゃいけないと、さっき青山さんが言っていらっしゃいましたが、

本当にそのとおりで、消費者も自分で判断ができるようにならないといけない。それも食育

の一つなんだろうなと思います。 
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 特に今、よく安全で安心な食べ物とか何か、割とセットになって動きますけれども、科学

的に安全であるということのほかに、それを消費者が安心できるかどうかというのは、また

ちょっと微妙に違うところがあって、そこが何か、とても難しいなと思うんですね。科学的

に安全だと言われても何か不安がある。ある人に聞いたら、不安があるとおいしくないでし

ょうと言われるんですね。確かに、そのとおりで、安全であると言われても、安心じゃない

とおいしく思わない、同じものであっても。その視点は、とても大事だなと思っています。 

 それで、消費者の私たちが、安全とか安心とかの基準にするものは何かなというと、やは

り表示であったりとか、マスコミの表現の仕方であったりとか、あとは評価、例えば、さっ

きのエコラベルのお話もありましたけれども、そういうものに対して判断基準で選ぶ、選ば

ないということは出てくると思うんですね。ですから、判断基準になるものまでは狂わせて

もらったら困るんです。何を基準に判断したらいいかわからなくなってしまうので、そこだ

けはしっかり押さえてもらいたいと思いますけれども、でも、それに対してどう行動するか

というのは、やはり消費者の責任もあると思うんですね。 

 先ほど、品切れのお話がありましたけれども、私、個人的には品切れはあってもいいと思

っています。先ほど、その前にネガティブな情報も出して、どのくらい廃棄されてというよ

うなお話もありましたけれども、このくらい廃棄されている。それがもったいないから品切

れにしますと言えば納得すると思うんですね。品切れは、即悪いのではなくて、ここは廃棄

を減らすことを考えて行動しているから品切れになったんだということを正確に伝えれば、

納得して、品切れの企業が悪いというふうな判断基準にはならないと思うので、そういうネ

ガティブ情報もちゃんと流して、それに対するコストもこのくらいかかっていますと。そう

すると、商品に対してもこのくらい載せられていますみたいなことまで流せば、理念で言う

だけではなくて、金銭的にも廃棄の分を私たちは払っているということを気がつけば行動が

変わってくるのではないかなと思うのですが、いかがでしょうか。 

○荒蒔部会長 その辺は、何かコメントはございますか。難しいけど。 

○櫻庭食品産業振興課長 いろいろな方からお話を聞きながら進めたいと思いますけれども、

ただ１点言えることは、日本の食の中で、欧米と比べて自己責任論が余り出ていない。ただ

し、実際問題、今、食育と関連されて話がございましたけれども、例えばおもちを詰まらせ

て亡くなる方というのは、毎年何人かいらっしゃいますね。でも、食べ方の教育というのは

ずっと昔からあるわけなんですよ。そのときには、こういった食べ方とか、処置の仕方とか、

みんな、何か教わってきているんですね。そう考えると、そういった問題というのが自己責
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任なのかどうかというのは、ちょっと日本ではＰＬの食品の判例がないので何とも言えない

のですが。 

○荒蒔部会長 今では、こんにゃくは、やはりメーカーが変えざるを得なくなった。もちは

変えないけれども、こんにゃくは変えざるを得なくなった。なぜかというと、つくっている

会社が少ないからと、こうなるわけです。もちは無数につくっているから、それは食べる方

が悪いんだ、責任はユーザ側ですよと言えるけれども、そういう社会的な締め付けというの

が、非常にアンバランスに日本の社会というのは、今横行しているんですね。 

 ですから、さっき岡本委員から、あえて品切れはあってもいいんじゃないかということで

すけれども、品切れに対して、食品メーカーの人はみんな知っていると思うんですが、もの

すごいペナルティが課せられるんですよ、今。ですから、それが何でなんだというところが、

やはり社会の全体構成の中で、お客様が本当に、そういうものであれば品切れはあってもい

いんじゃないか、しようがないよねというふうに思っていただける、さっきの食育教育みた

いなものの原点にさかのぼっていかないと、今の流通システムというのは、ものすごい品切

れというのはペナルティが大きいんですよ。だから、極端なことを言うと、１年の儲けがす

っ飛んじゃうぐらいのペナルティをとられる、そんなところが実際にあったりするんですね。 

 ですから、やはりいろいろな方から出ていますように、本当に食というものに対する教育

というか、認識というものをどうやって上げていくかということを、相当時間をかけてやっ

ていかないと、今、輸入依存率が 60％だと言っている国にとってそういうことは――それ

を何とか、もちろん米をもっとふやすとか、大麦をふやすとか、いろいろ努力するのは当然

ですけれども、やはり、そこのところの日本のユーザというか、日本人の食に対する意識と

いうものをどうやって、もう少しサウンドなものにしていくかという努力を、一方では相当

力を入れてやらないと、なかなか本質的な課題の解決にはならないのかなと、私は何か、座

長で勝手なことを言って申しわけないんですけれども、そう思います。 

 どうぞ、牛久保さん。 

○牛久保委員 先ほど、食品リサイクル法で御審議いただきましたけれども、これは全部、

廃棄物にかかわる問題とも連動しているんですね。それで結局、先ほどのように欠品の問題

をまず――それよりも、期限表示の中に消費期限と賞味期限とあるということすら消費者が

御理解していない。ですから、これをある程度、企業、マスコミ、その他全部、国も含めて、

もう一回、どういう設定の概念で公布しているのか。例えば、おおむね５日以内に食べなけ

ればいけないものについては消費期限だし、それ以上長く保存でおいしく食べられる期間を
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持っていますのは賞味期限とか、そういう概念すらわかっていらっしゃらない方がまず多い。

ですから、そこの説明を各企業も努力されるし、国全体も、そこの理解をまずしていただか

なければいけない。 

 今の理解としては、賞味期限、期限表示というのは廃棄期限と読むんですね。ですから、

販売のところも、それよりもさかのぼって、さらに数時間前から捨てていくという概念を持

つわけです。ですから、そこのところのコンセンサスをまず得るということですね。 

 それから、欠品はしないということですが、先ほどおっしゃられたように、欠品というよ

りは山に積んでおかないと、売れる商品ほど先に行くんですが、２～３個残ったものの隣に

山があると、そっちがまた売れ始めて２～３個が売れなくなると。消費者というのは、たく

さんあると買うという意欲があるんですね。ですから、欠品は絶対あってはならない。です

から、それこそキリンさんもそうだと思いますけれども、飲料水なんていうのは、絶えずコ

マーシャルを打たないと絶対売れない。それでコマーシャルをやめた途端に売れなくなると

か、消費者というのは、一様にそこら辺があいまいな行動をするわけです。 

 しかも、保存剤が入ったら期限が長くなるわけです。そういう議論もあるんですね。です

から、入れないで商品を扱っている場合と保存剤を入れたとか、そういうことも考えていか

なくちゃいけない。 

 しかも、いろいろなことを言って申しわけありませんが、流通が余りにも強過ぎて、昔は

商品をつくっている側が、ある程度自由度を持っていたのが、今は流通の方が非常に締め付

けといいますか、力が強くなっているものですから、結局、期限表示というのが、そこの流

通のところで規制されていると思うんですね。 

 最後に、いろいろ申し上げてあれなんですけれども、日本の国会議員を初め、農業につい

て語らなさ過ぎると思うんですよ、食料の問題についても。だから、例えば私も学生によく

言うのは、アメリカが一等国であり得る理由は農業国であるからだと。ですから、そういう

ことを考えて、もっと農業の大切さ、それから食料の自給率も、食の安全保障上からいって

非常に大変なので、物は食べ切る。ですから、要するに、買い過ぎない、つくり過ぎない、

食べ残さないという観点から、この話というのもあると思いますので、もうちょっと、いわ

ゆる消費者に理解を求めるような普及活動、啓蒙的な意味をやっていただくというのは、企

業を含めて大切なことではないかなと思います。 

○荒蒔部会長 コンプライアンスをめぐってかなり、私の責任でもあるんですが、いろいろ

な方向に話が発展しましたけれども、やはりコンプライアンスを徹底して社会的水準を上げ
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ていこうということはやるべき話だと思いますので、これについて、特別意見を申し上げる

ことはないような気はしますけれども、やはりその本質というものも常に考えながら、そう

いうことが行われていかないと、ルール先行だけで、結局はだれのためにもならないという

話になりかねないので、そこだけはよろしくお願いしたいと思います。 

 一応、時間と言うと申しわけないんですけれども、本日のここで議論すべきテーマは以上

になっております。 

 もし、どうしてもということがありましたら、一言おっしゃっていただければと思います。 

 

そ の 他 

 

○荒蒔部会長 もしございませんようでしたら、今後のこの部会の予定と進め方について、

事務局の方から御説明をしていただきたいと思います。 

○梶島食料企画課長 今後の食品産業部会の予定でございますが、当面は、法令の審議事項

は予定されておりません。しかしながら、食品企業のコンプライアンスの徹底の取り組み、

きょうも多数の御意見をいただきましたが、食品企業の信頼性向上を支援するガイドライン

の策定を行うということでございまして、その内容について、今後皆様に御報告したいと考

えております。 

 また、今後とも食品産業の各施策の進捗状況などにつきまして、その状況に応じまして、

皆様の御意見をお聞きする機会を設けてまいりたいと考えておりますので、また部会長とも

御相談させていただきます。どうぞ、よろしくお願い申し上げます。 

○荒蒔部会長 ということであります。 

 

閉   会 

 

○荒蒔部会長 それでは、これにて本日の予定は、一応、無事終了いたしましたので、皆様

の御協力、本当にありがとうございました。 

 どうも御苦労さまでした。 

 

―了― 




